
【お知らせ】
電子契約の導入について

　

　
令和８年10月１日から立会人型電子契約を導入します。（契約課発注の建設工事及び建設工事に伴う業務委託が対象）
　
１．対象となる契約
　令和８年10月１日以降に公告する入札方法が一般競争入札の建設工事及び建設工事に伴う業務委託の当初契約※
※変更契約は電子契約の対象外となります。

２．利用する電子契約サービス
　弁護士ドットコム株式会社が提供する「クラウドサイン」

３．電子契約の利用手続き
　電子契約を希望する場合は、落札候補者（事前審査型の場合は落札者）となった際に、契約課宛に「立会人型電子契約メールアドレス確認書」をメールで提出してください。

契約課メールアドレス keiyaku@city.saitama.lg.jp 

メールの件名は、メールアドレス確認書＋契約整理番号＋（業者名）としてください。
例：「メールアドレス確認書08-OOOO-OO（業者名）」

４．電子契約に係る手続きの流れ
電子契約に係る手続きの流れについては別紙をご参照ください。
手続きの詳細についてはさいたま市ホームページをご参照ください。


電子契約に係る手続きの流れ（一般的な例）問い合わせ先
さいたま市財政局契約管理部契約課
工事契約第１係
電話　０４８－８２９－１１８０
FAX　０４８－８２９－１９８６
問い合わせ先
さいたま市財政局契約管理部契約課
工事契約第１係
電話０４８－８２９－１１８０　
FAX ０４８－８２９－１９８６　
別紙


１．事後審査型一般競争入札の場合

日程

落札候補者の決定の連絡（契約課）



落札候補者の決定の
翌日午後3時まで
契約課に「立会人型電子契約メールアドレス確認書」及び
「中間前金払と部分払の選択に係る届出書」（建設工事の場合）
をメールで提出（受注者）





落札者決定の連絡（契約課）
落札候補者決定の
翌日から３日以内





落札者決定の
翌日17時まで
契約書に添付する書類の提出（受注者）
建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１３条に基づく書面
（建設工事の場合）





1日程度

契約書を作成し、電子契約サービスにアップロード（契約課）




契約保証に関する書類を契約課に提出（受注者）
〔契約保証金を求める場合〕





電子契約書に電子署名（受注者）




電子契約書に電子署名（契約課）



落札者の決定から
７日以内
（土日・祝日含む）

契約締結（メール通知あり）




２．事前審査型一般競争入札（簡易型総合評価方式、ＷＴＯ案件）の場合

日程

落札者決定の連絡（契約課）



①契約課に「立会人型電子契約メールアドレス確認書」及び「中間前金払と部分払の選択に係る届出書」（建設工事の場合）をメールで提出（受注者）
②契約書に添付する書類の提出（受注者）
建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１３条に基づく書面
（建設工事の場合）

落札者決定の
翌日午後3時まで






1日程度

契約書を作成し、電子契約サービスにアップロード（契約課）




1日程度
契約保証に関する書類を契約課に提出（受注者）
〔契約保証金を求める場合〕





電子契約書に電子署名（受注者）





電子契約書に電子署名（契約課）




落札者の決定から
７日以内
（土日・祝日含む）
契約締結（メール通知あり）



様式第１号（第８条関係）
　　年　　月　　日

（あて先）
さいたま市長　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職　氏名

立会人型電子契約メールアドレス確認書

　次の案件に係る契約について、さいたま市と立会人型電子契約サービスを利用して契約を締結することに同意します。
ついては、契約締結に利用するメールアドレスは、次のとおりとします。

	件名

	


　※正式名称で記入してください。
１　承認者
	[bookmark: _Hlk129682598]役職名
	氏名
	メールアドレス

	
	
	


２　担当者
	役職名
	氏名
	メールアドレス

	
	
	


　　※承認者と担当者のメールアドレスが同一となる場合は、承認者のみ記載してください。




＜建設工事請負契約の場合＞
建設工事請負契約においては、次の条件に基づき、建設業法（昭和24年法律第100号）第19条第３項及び建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年法律第104号）第13条第３項の規定による書面の交付に代えて電磁的措置を講ずる方法により実施することについて、相互に承諾するものとします。
なお、本承諾後であっても、電磁的措置を講ずる方法により実施することを撤回する旨の申出があった場合、申出以降の建設工事の請負契約については書面を交付することとします。
・電磁的措置の種類
コンピュータ・ネットワーク利用の措置
・電磁的措置の内容、ファイルへの記録の方式
電子契約サービスを通じて、送信者がPDFファイル形式の書類をアップロードし、契約当事者が同意する
ことにより、電子認証局サービスが提供する電子証明書を利用した電子署名を付加し、電子メール、サーバ
ー上からダウンロード等により記録する方法等



様式第２号（第８条関係）

　　年　　月　　日

（あて先）
さいたま市長　


共同企業体名称
　　　　　　　　　　　　　【代表構成員】所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職　氏名


　　　　　　　　　　　　　　【構成員１】所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職　氏名


立会人型電子契約メールアドレス確認書（共同企業体用）

　次の案件に係る契約について、さいたま市と立会人型電子契約サービスを利用して契約を締結することに同意します。
ついては、契約締結に利用するメールアドレスは、次のとおりとします。


	件名

	


　※正式名称で記入してください。


【代表構成員】
１　承認者
	役職名
	氏名
	メールアドレス

	
	
	




２　担当者
	役職名
	氏名
	メールアドレス

	
	
	


　　※承認者と担当者のメールアドレスが同一となる場合は、承認者のみ記載してください。



【構成員１】
１　承認者
	役職名
	氏名
	メールアドレス

	
	
	



２　担当者
	役職名
	氏名
	メールアドレス

	
	
	


　　※承認者と担当者のメールアドレスが同一となる場合は、承認者のみ記載してください。

備考
　構成員の記入欄が不足する場合は、適宜表を追加してください。
　

＜建設工事請負契約の場合＞
建設工事請負契約においては、次の条件に基づき、建設業法（昭和24年法律第100号）第19条第３項及び建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年法律第104号）第13条第３項の規定による書面の交付に代えて電磁的措置を講ずる方法により実施することについて、相互に承諾するものとします。
なお、本承諾後であっても、電磁的措置を講ずる方法により実施することを撤回する旨の申出があった場合、申出以降の建設工事の請負契約については書面を交付することとします。
・電磁的措置の種類
コンピュータ・ネットワーク利用の措置
・電磁的措置の内容、ファイルへの記録の方式
電子契約サービスを通じて、送信者がPDFファイル形式の書類をアップロードし、契約当事者が同意する
ことにより、電子認証局サービスが提供する電子証明書を利用した電子署名を付加し、電子メール、サーバ
ー上からダウンロード等により記録する方法等



